
ＭＳ＆ＡＤホールディングスの柳川でございます。 

本日は、お忙しい中、弊社の決算説明電話会議にご参加いただき、ありがとうございます。 





    

それでは、「２０１５年度決算説明会 電話会議 資料」と題したスライドの 

１ページ目、「資料１」をご覧下さい。 

  

まず、グループのトップラインの状況について説明いたします。 

損保の正味収入保険料は、火災保険の商品改定前の駆け込み需要による増収に加え、自
動車保険の高い継続率や料率改定の影響など、好調な国内営業成績を反映し、三井住友
海上が４．３％の増収、あいおいニッセイ同和損保が２．７％の増収となりました。また、海
外では、アジア、欧州、米州の各地域が増収したことから、海外保険子会社全体で １４．９
％の増収となりました。この結果、グループ連結では前期比４．７％増収の３兆 ７８９億円
となりました。 

生命保険料は１兆３，５６３億円と、前期比 ８７．９％の大幅な増収となりました。これは、三

井住友海上プライマリー生命が、変額保険、定額保険ともに販売が好調だったことが主因
であり、同社の生命保険料は過去最高額となっています。 



    

次に、「資料２」をご覧ください。 

 

経常利益は、この表の１行目にあります通り、前期比 ４５億円増益の２，９１５億円となりま
した。 

 

当期純利益は、三井住友海上、三井住友海上あいおい生命、三井住友海上プライマリー生
命が増益となったことなどから、グループ連結では、法人税率の引き下げに伴う繰延税金
資産の取り崩しなどによるマイナス影響が １１０億円あったものの、この表の９行目にあり
ます通り、前期比 ４５２億円の大幅増益となる１，８１５億円となりました。なお、この結果、
当期純利益については、MS&ADインシュアランスグループ発足以来の最高益を４期連続で
更新することができました。 



次に、「資料３」をご覧ください。  

右にあるグラフは、２０１４年度の連結経常利益を左に置き、２０１５年度の連結経常利益の
対前年変動要因を列挙しております。１つ目の項目である、国内損害保険２社における「異
常危険準備金の影響」は、前年度の雪害保険金支払いに伴う異常危険準備金取崩し益の
反動により、５０３億円の減益要因となりました。 

 その次の、「国内損保の自然災害の影響」も当年度発生の台風災害の影響により、 ４０８
億円の減益要因となりました。 

 一方、その次の、自然災害を除く「国内損保のその他インカードロス」は、自動車損害率の
改善などにより減少し、５６８億円の増益要因となりました。 

 さらに、その右の「国内損保の増収影響他」も、増収基調を反映したアーンドプレミアムの
増加等により、 ４９４億円の増益要因となりました。 

 次の、「国内損保の資産運用損益・その他」は、前期の特殊要因により、２５８億円の減益

となっていますが、政策株式の削減が大きく進めたことから、有価証券の売却益は、計画を
２６１億円上回る１，０９６億円となっております。 

 次の「国内生保子会社」は、２４９億円の増益要因、その次の「海外保険子会社」は、７２億
円の減益要因となりましたが、これらの要因につきましては、後ほど説明いたします。 



    

次に「資料４」をご覧ください。 

グループコア利益は、前期に比べ８１億円減益ながら、修正予想比を１７５億円上回る１，４７５億円
となりました。また、グループROEは、前期に対しマイナス０．７ポイントの５．２％となりました。  

なお、スライドの下の部分に、連結当期利益からグループコア利益を算出するための、調整項目を
示しておりますので、後ほどご覧いただければと思います。 

 このような決算を踏まえ、本日決算短信と同時に「平成２８年３月期の剰余金の配当に関するお知
らせ」と「自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ」をリリースいたしました。 

 ２０１５年度は、年初の配当予想を７０円としておりましたが、今後の持続的成長に向けた態勢づくり
が進んだことを踏まえ、２０１５年度の期末配当金は５５円とし、実施済みの中間配当金３５ 円と合わ
せて１株当たり年間配当金を９０ 円、前期に比べ２５円の増配を予定しています。 

また、自己株式取得については、本日の取締役会で、取得価額総額 １００億円を上限とする自己株
式取得を決議いたしました。 

 これは、当社の業績と現在の株価水準を考慮した上で、資本効率の向上等を目的に、機動的に実
施するものです。 

 また、２０１６年度の一株当たり年間配当は、のちほど改めてご説明いたしますが、１０円増配となる
１００円を見込んでおります。 



    

次に、国内損害保険会社の状況について、主要２社合計で説明いたしますので、 

「資料５」の右端の列をご覧ください。 

 

まず、正味収入保険料は、火災保険、自動車保険などが堅調な増収となった結果、２社合計で前期
比 ３．６％増収の ２兆 ６，９９５億円となりました。 

 

次に、正味収入保険料の６行下にある「異常危険準備金反映前の保険引受利益」は、自然災害に
よるロスの増加があったにもかかわらず、増収基調を反映したアーンドプレミアムの着実な増加や
自動車の損害率の改善などのプラスの影響が、これを上回った結果、前期比で ６５５億円の増益を
実現しており、順調に推移しています。 

 

この結果、その１行下の「異常危険準備金損益」は前期比で大幅な減少となったものの、保険引受
利益は、１５２億円の増益となる ４３９億円となりました。 



    

次に、「資料６」をご覧ください。 
 

「資産運用・その他収支」については、政策株式の削減を積極的に推し進めた結果、政策株の売却
益がプラスに寄与したことに加え、国内株式および海外子会社からの配当が増加したことによるネ
ット利配の増加もプラスに寄与しました。一方、円高による為替差損および有価証券の評価損の発
生がマイナスに寄与しましたことに加え、前期には、価格変動準備金の追加積立の向けた、有価証
券の売却による含み益の実現を実施していたことが、大きなマイナス要因となり、合計では、２５８億
円の減少となる１，８５６億円となりました。 
 
なお、政策株式につきましては、２社合計で、１，８１１億円の売却を実施しております。 
 
以上の結果、国内損害保険主要２社合計の経常利益は、前期比 １０６億円減益の 
２，２９６億円となりました。 
 

特別損益については、当期に不動産の効率化を進め、処分等による損失を１１３億円計上したほか
、あいおいニッセイ同和損保におけるキャリア・転進支援策のコスト１１３億円や、 

価格変動準備金については追加積立５０億円を含め１０２億円の繰入などにより、合計で３２０億円
の損失となりました。 
 
 
当期純利益については １６４億円増益の１，４５０億円となりました。 



次に、自然災害の影響を説明いたします。「資料７」をご覧ください。 
 
一番下の行にあります、当年度の自然災害に係るインカードロスは、台風損害の増加を主因に 
２社合計で前期比４０８億円増加の６８１億円となりました。 
 

一方、自然災害に係る支払保険金は、２０１４年２月の大雪に係る多額の支払があった前期から ３
４３億円減少しました。 



次に、「資料８」をご覧ください。異常危険準備金の状況を説明いたします。 
 

一番下の行にある、全種目合計の異常危険準備金の取崩額は、前のスライドの通り、自然災害に
係る保険金支払いが ３４３億円減少したことに加え、自動車保険の支払いベースの損害率が低下し
たことなどから、2社合計で ２３７億円と、前期比で ６１４億円の減少となりました。 
一方、繰入額は、２社合計で １，０５４億円となりましたが、前期に１７０億円の追加積立を行った反
動により、前期比では １１１億円の減少となっています。 
 

以上の結果、全種目合計のネット増減額は、２社合計で８１６億円の繰入れとなり、繰入額は前期比 
５０３億円の増加となりました。 



次に「資料９」をご覧下さい。自動車保険の状況を説明いたします。 

  

上段左の折れ線グラフは、２社合算の自動車保険の事故件数増減を示しています。 

  

事故件数は、前年同月比で、１月がマイナス８．１％、２月がマイナス１．０％、３月がマイナス５．０％
と、減少しており、当期の降雪が昨年に比べ大幅に少なかったことなどを要因とみています。 

  

次に、下段にある「保険料の増減要因」の表をご覧ください。 

保険料単価は、三井住友海上がプラス２．５％、あいおいニッセイ同和損保もプラス２．７％と２社と
もに上昇しておりますが、これは、過年度の料率改定を含めた商品改定が主因です。 

  

２社合算のＥＩ損害率は、上段右のグラフの通り低下し、２０１５年度は、 

５８．４%と前期比で３．２ポイントの低下となりました。 

  

一方、スライド下段の保険金単価ですが、あいおいニッセイ同和損保では、子会社を本体に統合し
たことによる、保険金単価の抑制影響がありましたが、それを除きますと、両社とも修理費等の上昇
により対物および車両の保険金単価が上昇しており、引き続き注視が必要と考えております。 



    

次に三井住友海上あいおい生命の状況について説明します。「資料１０」をご覧ください。 

  

新契約高は、収入保障保険の販売の減少などにより、前期比 ２．３％の減少の 
２兆４，２３３億円となりました。 

一方、新契約年換算保険料は、逓増定期保険の販売が増加したことなどから、 
前期比４．１％の増加となりました。 

  

保有契約高につきましては、期首比 ３．１％の増加、保有契約年換算保険料は、 
同じく６．３％の増加となり、引き続き成長しております。 

  

当期純利益は、有価証券売却益や、利息及び配当金等収入の増加などにより、前期比で 
１６億円の増加となりました。 

  

当年度末のＥＥＶは５，９５８億円と、前年度末から５２０億円減少しました。 

これは、新契約獲得による価値の増加が４０８億円あったものの、「経済環境の変動」、これ
は主に市場金利低下の影響によるものですが、この「経済環境の変動」により、価値が１，
３５４億円減少したことが主因となっております。 



    

続いて三井住友海上プライマリー生命の業績を説明いたします。「資料１１」をご覧ください
。 

  

グロス収入保険料は、当年度発売した外貨建変額終身の販売が好調だったこと、および定
額終身の販売も引き続き好調であったことから、２３．３％増収の １兆２，９９４億円となりま
した。 

  

また、当期純利益については、順調な保有契約高の増加に加え、オーストラリアの金利が、
前期は大幅に低下した一方、当期は上昇したため、外貨建商品に係る責任準備金負担が
減少したこともあり、前期比 ５４億円の増益の１７８億円となりました。 



    

次に海外保険子会社の状況について説明いたします。「資料１２」をご覧ください。 

  

正味収入保険料は、１４．９％増収の３，３６８億円となりました。 
なお、ここには、為替影響としてプラス１３５億円を含んでおります。 

  

当期純利益は、６４億円減益の ２８５億円となりました。地域別にみますと、欧州は、新規に取得し
たBIG社の立ち上げコストが生じたこともあり、赤字となっておりますが、その他の地域におきまして
は、天津爆発事故の影響のあったアジアを含め、おおむね、順調に推移しております。 



次ページ「資料１３」から「資料２０」まで、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保それぞ
れの単体、および２社単体の単純合算の業績を付けております。後ほどご覧ください。 
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次に、２０１６年度の連結業績予想についてご説明いたします。 

「資料２１」をご覧下さい。 

 

グループ連結の正味収入保険料は ３兆４，５５０億円、増収率は １２．２％を見込んでおり
ます。これはMS Amlinを新規連結することにより、海外保険子会社で３，７３１億円増収する
ことが主因となっております。 

また、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保では、火災保険が2015年度の反動で減収
となることなどから、三井住友海上は△１．３％の減収、あいおいニッセイ同和損保でも 

増収率は１．７％に留まると見込んでおります。 

 

生命保険料は１兆２，０８０億円を見込んでおり、２０１５年度よりは若干低い水準となります
が、１兆円の大台を超える水準となっております。 

また、表の下段に参考として生命保険のグロス収入保険料を表示しており、三井住友海上
プライマリー生命は、２０１５年度の過去最高の販売水準から、２０１６年度は通常の水準に
戻る計画としております。 

 



    

次に、経常利益・当期純利益についてご説明いたします。 

「資料２２」をご覧下さい。 

 

グループ連結の経常利益は ２，８５０億円、前期比はマイナス６５億円となりますが 

このようなマイナスとなっている要因について、次のスライドでご説明いたします。 

また、当期純利益につきましては、法人税率の引き下げ影響が無くなることなどから経常利
益とは方向が異なり １，８３０億円、前期比１４億円の増益を予想しております。 

 



グラフは２０１５年度の経常利益を左に置き、２０１６年度業績予想の対前年変動要因を列
挙しております。 

この１つ目の項目「国内損保増収影響等」の７０１億円増加は、主にアーンドプレミアムの増
加であり、順調な推移となっております。次の項目の「インカードロス増加」は、概ね増収に
よるアーンドプレミアムの増加に連動しておりますが、2015年度においては降雪影響が少な
かったことの反動などの増加要因も織り込んでおります。 

次に「異常危険準備金取崩」ですが、インカードロスの増加に伴い支払保険金も増加してい
ることもあり、ネットで２８９億円の取崩増加となっております。なお、取崩が進むことで異常
危険準備金の残高が減少することから、三井住友海上では、火災保険において100億円の
追加的な繰り入れを予定しております。 

以上までが保険引受にかかる主要項目の増減となっており、順調なアーンドプレミアムの増
加を主因として、保険引受利益は増加を予想しております。 

次に国内損保の資産運用損益ですが、日経平均株価が３月末に16,000円台まで下がった
ため、一時期は２万円を超えていた2015年度と比較して政策株式の売却益の減少を織り込

んでおります。なお、株価水準自体は下がっていますが、政策株式の売却計画は予定通り
進めていく計画としております。 

次の国内生保子会社は、好調であった２０１５年度より利益の減少を見込んでおります。 

また、海外子会社の増加・その他連結調整等の減少はMS Amlinの新規連結とのれんの償
却等が主な要因となっております。 

これらの結果２０１６年度の経常利益は２，８５０億円を予想しております。 

 



次に、グループコア利益の状況についてご説明します。 

「資料２４」をご覧下さい。 

 

２０１６年度のグループコア利益は１，９６０億円となり、２０１５年度からは大幅に増加する
予想としております。これは、MS Amlinの新規連結による効果に加え、国内損保の保険引
受利益改善が主因となっております。 

このような状況を踏まえ、２０１６年度の配当につきましては、２０１５年度の１株当り年間９０
円から１０円増配し、年間１００円へ引上げる予定であります。 

 



これらの業績予想数値の主な前提について、次のスライドでご説明いたします。 

「資料２５」をご覧下さい。 

 

日経平均株価、為替などの市場環境の前提は ２０１６年３月末水準としております。 

当年度発生の国内自然災害については、直近の契約状況等も踏まえ、ベースとなる水準を
昨年度の前提から１００億円引き上げ５００億円としたことに加え、４月に発生した熊本地震
を２社で１２５億円織り込んだ結果、２社計で６２５億円の前提としております。なお、これら
の金額には家計地震の数値は含めておりません。 

異常危険準備金の繰入の前提は記載の通りとなっており、毎年の繰入率は変更ありませ
んが、三井住友海上では火災保険で１００億円の追加繰入を予定しております。 

また、記載はございませんが、価格変動準備金の追加繰入は予定しておりません。 

法人税率については、税率引き下げを反映し２８．２％となっております。 

 

資料２６以降に、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保単体の２０１６年度業績予想の
詳細、および、2社単体の単純合算の資料を付けておりますので、後ほどご確認ください。 









「資料３２」をご覧ください。 

２０１６年度は、正味収入保険料は３，８２３億円、当期純利益は２８８億円を予想しており
ます。この利益数値のグループへの影響については、当期純利益につきましては、のれ
ん等の償却負担の連結調整を加味するため９８億円となりますが、グループコア利益に
ついては、のれん等の償却負担を反映させないこととしており、当期純利益の２８８億円
がそのままグループコア利益へのプラス影響となっております。 



また、資料３３には、ご参考として、本日、決算短信と併せて発表いたしました決算説明資
料に記載しております中期経営計画数値目標の修正について掲載しております。この詳細
については26日のインフォメーション・ミーティングでご説明いたしたいと思いますので、後
ほどご覧ください。 

 

以上で、私からのご説明を終わります。 

 



    


